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資金分配団体 2025年度通常枠 bt202500001

事業名
団体名
事業名
団体名

プログラムオフィサー関連経費
評価関連経費

0

0

助成金

0

0
0

0
0

0

合計

申請団体/事業種別
事業期間

資金分配団体

実行団体

事業費

資金分配団体用

実行団体への助成

実行団体用

管理的経費

～



 

資金計画書資料　①助成概要

1. 事業費 [円]
2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 合計

0 0 0 0 0
0

0 0 0 0 0

2. プログラム・オフィサー関連経費 [円]
2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 合計

0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0

3. 評価関連経費 [円]
2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 合計

0 0 0 0 0
0 0 0 0 0

0

4. 合計 [円]
2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 合計

0 0 0 0 0助成金計(A+B+C)

その他経費

管理的経費

プログラム・オフィサー関連経費 (B)

実行団体用

プログラム・オフィサー人件費等

事業費 (A)

評価関連経費 (C)
資金分配団体用

実行団体への助成
－



 

資金計画書資料　②自己資金・民間資金

(1)事業費の補助率

助成期間合計 FALSE

【参考】年度別の助成金による補助率(A/(A+D))
2025年度 2026年度 2027年度 2028年度

補助率
0 0 0 0

(2)自己資金・民間資金からの支出予定
自己資金・民間資金からの支出予定について、調達予定額、調達方法、調達確度等を記載してください。

年度 予定額[円] 調達方法 調達確度

特例申請対象

特例申請について
事業費のうち自己資金・民間資金による負担を20%未満とすることを申請する場合は「自己資金に関する申請書」に理由等を明示してください。
特例申請が認められた場合でも、複数年度の事業では、最終年度の補助率は 80％以下とします。

自己資金・民間資金
合計 (D)

0

説明（調達元、使途等）

助成金による補助率
(A/(A+D))



 

資金計画書資料　③積算の内訳

「管理的経費」「プログラム・オフィサー（PO）関連経費」「評価関連経費（資金分配団体用）」の助成金の積算根拠として、会計科目別に予定している支出項目および金額を入力してください。
また助成金申請の前提となる年度別の執行予定額を作成してください。

支出項目 PO人件費 ①単価(円) 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度
値 単位 値 単位

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

年度別執行予定
②掛値1 ③掛値2

目的区分 会計科目 内訳 備考
（他事業との按分割合等）助成期間合計額

(①×②×③)



 

資金計画書資料　③積算の内訳

(1) 目的区分別合計 (3) プログラム・オフィサー関連経費確認
目的区分別の金額を確認する際にご参考ください。 プログラム・オフィサー関連経費が助成上限に抵触していないか確認する際にご参考ください。

2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 プログラム・オフィサー人件費等 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 該当(給与・賞与) 0 0 0 0 0

該当(委託) *例外 0 0 0 0 0
(2) 会計科目別合計 その他経費 0 0 0 0 0
目的区分の会計科目別の金額を確認する際にご参考ください。

2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度
#N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A #N/A
#N/A プログラム・オフィサー人件費等

PO関連経費

年度別執行予定
助成期間合計額

年度別執行予定
助成期間合計額

管理的経費
PO関連経費
評価関連経費(資金分配団体用)

年間の助成上限を超過した場合、ERROR表示

PO関連経費

助成期間合計額
年度別執行予定
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